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の代表的著書として， r労働者保護法要請J1910年， rこじ業政策」上 下 1911年， 1913年 「住
















その途をとざしていたのであるJ (同書， 447ベ ジ〉という芝村氏の指摘は極めて示捜的であ
り 本稿乍成において学ぶところが大きかった.























































8) 閣一都市財政論. r理論と曳際」所収， 169-170ベ一九















おいては R.V. Kaufmannの‘ DieKommunalfinanzen" (2 Bde.， 1906年〕
を典型に応益主義を重視し，地方税目としては物税とくに地租，家屋税，営業
税などの収益税をあげていた。そうした利益主義を制度化したのが1893年のプ











10) 池上惇「地方財政論J1979年" 228ベ ジ参照。
11) 同上.231ベー リ参照。
























L 山、かえれば，官治主義，画一主義を批判し利益原則の適用を求める ζ とは， I 
12) 関一，市営事業の本質，)!l.び同，下水道事業の経済， r理論と実際」所収，を宰照W
1."1) 関ー ，前掲，都市財政論 170ペ一三人





























関ーの都市財政論 (101) 101 
第1表大阪市歳出項目別推移 (単位千円〕
1腕年 1912年 1 191咋|即年 1924年
役 所 費 259 800 674 2，189 1，955 
普 土 木 費 433 940 377 1，705 4，139 
通 教 育 費 31 299 154 1，7口5 7，168 
経 衛 生 費 280 536 334 1，637 3，008 
済 勧業社会事業費 321 41 51 1，042 1，708 




? ????? ? ?ゥ
?
?????
上 水 道 費 360 2，822 589 3，089 2，571 
特 下 ノJ丈 道費 272 202 495 1.531 
21 港湾 費 2，482 644 325 1，486 2，455 
電気軌道費 8，098 4，928 9，668 13，163 
経 都市計画費 67 9518 
済 電気事業費 15，910 
公 債 費 1，782 4，071 4，174 8，919 23，495 
d 計 4，6271 15函1厄可






収 (l2，98638 〉 2，331 2，161 6，008 13，31784 1 税 入 (13.6) (19.1) (16.3) (13.8) 
料 'T数料 520 4，936 5，2口7 11，485 40，239 (8.3) (29.0) (46.8) (31.<) (42.1) 
ご渡金・交付金 652 611 618 1(120797 〉 2〔』Z8，59〕1 (10.4) (3.5) (5.5) 
〉他収入 278 1，589 1，973 4，566 1(13，4501〕2 (4.4) (9.5) (17.7) (12.4) 
債 収 入 2，923 7，495 (1，0142) 1 13，529 2(251680〕1 (47.0) (44.4) (37.0) 
第2表大阪市歳入項目別推移 (単位千円)




































16) 17) 関一，本邦六大都市財政の考察. r大大関第3巻第1号I 1927，年， 10ペ一三人










金 額 金 額 !市税(構%)成比
国 税 6(07037024 月〕 市 税 18，667 100.0 (21.6ヌザ〕
1匝 租 1，765 国税付加税 4，192 22.4 
所 得 税 26，458 地 租 600 
営業収益税 5，378 所得税 1.739 
取引所税 4，581 営業収益税 1，794 
資本利子税 1.821 
井甘 続 税 1，737 府説付加税 11，753 63.0 
消 費 税 18，616 家屋税 7，839 




調h 租 601 1車 立 税 2，721 14.6 
所得税 2、168 歩一税 1.122 
営業収益税 1，032 坪数割」 131 
独 立 税 3，223 電柱税 41 

























ω| 倒 IB/A|四時 I192昨
〔Lお518)2 (1321，0823) 5 1.8倍
所得税 〈44，O2487〉 〔29d837155〕 7.4倍





















18) 小川市太郎，都市財源としての土地課税口， r都市問曜訂第1巻第6号. 1925年， 62へージ参
照。
19) 士匝市社会部澗査課「骨楠調査報告JNo. 17， 1922革審照n













































































































富裕層一般 15，247 2，449 2，625 20.321 
地主・家主 1，768 870 3，669 6，307 
貨幣資本家 10，760 10，760 
企 業 家 14，436 2，609 4，519 21，564 
計 42，211 5，928 10，813 58，952 
都市大衆一般 931 1，279 7，132 9，342 
小企業家 858 1，023 2，396 4，282 
勤労者 3 2 5 
小計 1，789 2，310 9，53口 13，629 
「1'; ，11ωo I 8，238 I 机 州市81

















戸 数 i年間鴨川 和税負担同 I 1戸当り主題
2.5万戸 I 4億3，000万円 6，335万円 14.6% 
47.5万戸 I3億7，300万円 5，362万円 14.4% 






















































































31) 1931年3月の市会での発言。 1大阪市会史」第23巻， 1978年， 276ペー ジ.
32) 1931年5月の市会で¢発言。向上， 296ベ クロ






























関ーの都市財政論 (113) 113 
封建的寄生地主制を基盤としていた戦前の官治主義体制の下では実現しえなか
ったことである。すなわち，との時期の地方自治，地方財政をめぐる画期的な
全国的政治運動としての意義を持った地租，営業税のいわゆる両税委譲運動は，
寄生地主制の牙城たる貴族院の拒否で阻止され，結局昭和恐慌の中で挫折を余
儀なくされた。そして逆に，国庫補助金制度の拡充と地方分与税制度の確立に
よって軍事経済に対応した新たなより強固な中央集権体制に取りこまれてしま
コたのである3ヘそうした挫折はもちろん運動する側での弱点，限界に起因す
るものでもあるが叫，それ以上に戦前わが固における官治主義ならびに地主勢
力の強固さ，さらにそうしたブルジョア的税制改草をもなしえなかった日本資
本主義の基盤の弱曹を示すものといえ土う。
さて， このように税制改革によって都市の財政的自主権を確立しようとする
主張が官治主義的財政制度の下では阻まれざるをえないという状況においては，
必然的に他の方策によって都市財源を確保しようとする動きが生まれてこざる
をえない。関ーにおいては，それは税外収入としての市営事業収益であり，受
益者負担金の徴収であった。次稿では，関ーの都市財政におけるこれらの現実
主義的対応を検討することにしよう。
(1981年8月〉
37) 両税委譲運動の経過に関Lては，宮木憲 「財政改革J1977年.221-221ベージ参用.
38) 都市に土地課税措を確立すること，端諸的には地租委譲を実現することは，戦前わが国の国家
権力目階般的基盤たる寄生地主制と対決する重大問題であったが放に，単に都市行政官や都市だ
けの運動ではその実現は極めて困難であり，農村団体や都市大衆とり運動上の結合が当然'"要と
なっていた.その意味では，注5)-0ふれたような関ーの，豊村との関連の軽孔民衆運動からの
事離という側面は，彼円運動論上の致命的な限界であったともいえるが，この点の検討は他自を
期したい.また，戦前官治主義体制の下での地方自治を求める諸階級の理論や運動の相互の位置
づけ，関連については，宮本憲一，大正末期の地方自治思想，鈴木武雄島恭葺監修「戦撞地方
財政の展開J1968年，所収，]Jzび田中重博，地方自治理論史，島恭彦池上惇遠藤晃編「自治
体問題講周到第l巻可車代の地方自治J1979年.所収，を重参照せよ.
